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「中国経済研究会」のお知らせ 
 

2017年度第2回（通算第64回）の中国経済研究会は下記の要領で開催することにな 

りましたので、ご案内いたします。大勢の方のご参加をお待ちしております。 

 

 

記  

 

 

時  間： 2017 年 5 月 23 日(火) 16：30－18：00  

場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館地下 1 階  

みずほホール AB 

テーマ： 「世界的経済循環における中国経済～『間（あわい）』＝『公共』の視点」 

報告者： 岑智偉（京都産業大学教授） 

 

注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第3火曜日に行いますが、講師の都合

等により変更する場合があります。2016度における開催(予定)日は以下の通りです。  

前期：4月18日（火）、 5月23日（火）、 6月20日（火）、7月18日(火)  

後期：10月17日（火）、11月21日（火）、12月19（火）、1月16日（火）  

 

（この研究会に関するお問い合わせは劉徳強（liu@econ.kyoto-u.ac.jp）までお願いし

ます。なお、研究会終了後、有志による懇親会が予定されています。） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

mailto:liu@econ.kyoto-u.ac.jp%EF%BC%89%E3%81%BE%E3%81%A7%E3%81%8A%E9%A1%98%E3%81%84%E3%81%97%E3%81%BE
mailto:liu@econ.kyoto-u.ac.jp%EF%BC%89%E3%81%BE%E3%81%A7%E3%81%8A%E9%A1%98%E3%81%84%E3%81%97%E3%81%BE
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第 20回 アジア中古車流通研究会のお知らせ 

 

主催：京都大学東アジア経済研究センター 

後援：京都大学東アジア経済研究センター支援会 

時間：2017 年 5 月 27 日(土) 13 時～16 時 30 分 

場所：京都大学経済学部･みずほホール（法･経済学部東館地下 1 階） 

 

 

報告 

□小川 和美 （太平洋協会太平洋諸島研究所所長･元太平洋諸島センター所長） 

「太平洋島嶼国の社会経済の特徴－」 

 

□種谷  謙一（セントパーツ代表取締役社長･元矢野経済研究所) 

「太平洋島嶼国における中古車解体事業へのアドバイス」 

 

□豊島 浩二 (フォーエイチクラブ代表取締役社長) 

 「トンガにおける中古車流通の現状と廃車問題」 

 

研究会終了後 懇親会を行います。 

 

 

 

なおこの研究会は京都大学東アジア経済研究センター支援会の会員のみが参加できる

クローズドな研究会です｡非会員で参加希望の方は塩地 shioji@econ.kyoto-u.ac.jp まで，

支援会入会手続をお問い合わせください。 
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シンポジウムのお知らせ 

京都大学：東アジア経済研究センターシンポジウム 2017 
 

トランプ政権下の 

東アジア政治経済関係 
 

主催： 京都大学東アジア経済研究センター 

後援： 京都大学東アジア経済研究センター支援会 
 

 

時    間： 2017年 7月 1日(土) 14:00～17:30 

場    所： 京都大学吉田校舎総合研究２号館大講義室 

使用言語： 日本語・中国語（ 通訳あり ）  

 
 
14:00-14:10  挨拶 

文 世一（京都大学経済学研究科科長・教授)  
 
14:10-15:40 講演Ⅰ 朱 建栄（東洋学園大学教授）  
         トランプ政権下の政治と外交：東アジア情勢を中心に 

 
15:40-15:55 ------------------コーヒーブレーク----------------------------- 
 
15:55-17:25 講演Ⅱ 稲田義久（甲南大学副学長/アジア太平洋研究所数量経済分析センター長） 
         トランプ政権の日本経済への影響 
 
17:25-17:30  閉会挨拶 

藤井秀樹（京都大学経済学研究科東アジア経済研究センター長・教授） 
 
17:45-19:00 懇親会 

会  場： 京都大学法経東館みずほホール 
参加費： ¥2000 円(東アジア経済研究センター支援会会員は無料、学生は 1000 円) 

 
※シンポジウムの参加費は無料である。準備の都合上、参加ご希望の方は 6 月 20 日(金)までに氏名・所属・

メールアドレス、及び懇親会参加の有無を東アジア経済研究センター事務局（ceaes2010@yahoo.co.jp）にま

でお知らせください。 
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【中国経済最新統計】 
 

 ① 
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2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 ▲0.7 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011 年 9.2 13.9 17.1 5.4 24.0 1549 20.3 24.9 1.1 9.7 13.6 14.3 
2012 年 7.7 10.0 14.3 2.7 20.7 2303 7.9 4.3 ▲10.1 ▲3.7 13.8 15.0 
2013 年 7.7 9.7 11.4 2.6 19.4 2590 7.8 7.2 ▲8.6 5.3 13.6 14.1 
2014 年 7.4 8.3 12.0 2.0 15.2 3824 6.1 0.4 4.41 14.2 12.2 13.6 
2015 年 6.9 5.9 10.7 1.4 9.7 6024 -9.8 -14.4 11.0 0.8 11.9 15.0 

 3 月 7.0 5.6 10.2 1.4 13.1 31 -15.0 -12.9 0.3 1.3 9.9 14.7 
4 月  5.9 10.0 1.5 9.6 341 -6.5 -16.4 2.9 10.2 9.6 14.4 
5 月  6.1 10.1 1.2 9.9 595 －2.4 －17.7 －14.0 8.1 10.6 14.3 
6 月 7.0 6.8 10.6 1.4 11.6 465 2.8 －6.3 4.6 1.1 10.2 14.4 
7 月  6.0 10.5 1.6 9.9 430 －8.4 －8.2 9.6 5.2 13.3 15.7 
8 月  6.1 10.8 2.0 9.1 602 －5.6 －13.9 23.9 20.9 13.3 15.7 
9 月 6.9 5.7 10.9 1.6 6.8 603 －3.8 －20.5 5.2 6.1 13.1 15.8 

10 月  5.6 11.0 1.3 9.3 616 -7.0 -19.0 2.5 2.9 13.5 15.6 
11 月  6.2 11.2 1.5 10.8 541 －7.2 －9.2 27.7 0.0 13.7 15.3 
12 月 6.8 5.9 11.1 1.6 6.8 594 －1.7 －7.6 17.2 -45.1 13.3 15.0 

2016 年             
1 月   10.3 1.8 18.0 633 -11.5 -18.8 14.1 -2.1 14.0 15.2 
2 月   10.2 2.3  326 -25.4 -13.8 -11.3 -1.3 13.3 14.7 
3 月 6.7 6.8 10.5 2.3 11.2 299 11.2 -7.4 26.1 4.0 13.4 14.7 
4 月  6.0 10.1 2.3 10.1 456 -2.0 -10.5 21.4 2.9 12.8 14.4 
5 月  6.0 10.0 2.0 7.4 500 -4.7 -0.1 43.6 -4.8 11.8 14.4 
6 月 6.7 6.2 10.6 1.9 7.3 479 -6.1 -9.0 8.5 4.4 11.8 14.3 
7 月  6.0 10.2 1.8 3.9 502 -6.4 -12.9 -3.8 -6.2 10.2 12.9 
8 月  6.3 10.6 1.3 8.2 520 -3.2 1.4 13.2 0.5 11.4 13.0 
9 月 6.7 6.1 10.7 1.9 9.0 420 -10.2 -1.9 27.9 -3.6 11.5 13.0 

10 月  6.1 10.0 2.1 8.8 488 -7.4 -1.3 -36.9 0.4 11.6 13.1 
11 月  6.2 10.8 2.3 8.8 442 -1.5 4.6 -32.4 -4.6 11.4 13.1 
12 月 6.8 6.0 10.9 2.1 6.5 407 -6.4 2.6 21.1 -627.7 11.3 13.5 
1 月    2.5 16.1 513 3.1 15.4 5.4 -6.2 11.3 12.6 
2 月    0.8  -91 -4.8 38.1 33.3 -242.1 11.1 13.0 
3 月 6.9 7.6 10.9 0.9 9.5 239 12.3 19.6 -1.4 1.6 10.6 12.4 

注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 

2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 

されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 

  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に

対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの

貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 

出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
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